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衆議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会ニュース

平成 24.6.6 第 180 回国会第 15 号

6月 6日（水）、第 15回の委員会が開かれました。

１ 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 74

号）

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 78号）

子ども・子育て支援法案（内閣提出第 75号）

総合こども園法案（内閣提出第 76号）

子ども・子育て支援法及び総合こども園法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案（内閣提出第 77 号）

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法律案（内閣

提出第 72号）

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する

法律案（内閣提出第 73号）

・岡田国務大臣、川端総務大臣、安住財務大臣、小宮山国務大臣（厚生労働大臣・少子化対策担当）、石田内閣府副大

臣、五十嵐財務副大臣、高井文部科学副大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。

・公聴会を開会することに協議決定しました。

・参考人から意見を聴取することに協議決定しました。

（質疑者及び主な質疑内容）

藤 田 憲 彦君（民主）

・地方公聴会を踏まえ、消費税の簡易課税制度のみなし仕

入率や免税点制度における基準期間について、見直す必

要性があるのではないか。

・消費税増税による増収額が、増収見込額13.5兆円を下回

った場合に、社会保障の充実と安定化のどちらを優先し

て取組むつもりであるのか、岡田国務大臣に伺いたい。

・郵便貯金銀行及び郵便保険会社が支払う窓口業務委託手

数料に係る消費税の取扱の検討状況について川端総務大

臣に伺いたい。

石 井 登志郎君（民主）

・財政の現状認識及び財政赤字が拡大した理由について伺

いたい。

・今般の社会保障と税の一体改革により我が国の財政再建

は進むのかどうか伺いたい。

・財政再建が喫緊の課題とされる一方で、消費税率を２段

階で引き上げるとしている理由について伺いたい。

馳 浩君（自民）

・「今後の認定こども園制度の在り方について」（認定こど

も園制度の在り方に関する検討会報告書（平成21年３月

31日））における二重行政に関する指摘事項に対する措置

状況について伺いたい。

・認定こども園制度の創設から本法案の提出に至る経緯に

ついて伺いたい。

・幼児教育分野には、株式会社等を参入させるべきではな

いと考えるが、政府の見解を伺いたい。

古 屋 範 子君（公明）

・男性の育児休業取得率や女性の継続就業率の向上など、

仕事と育児の両立支援についての今後の取組方針及び企

業が両立支援制度を利用しやすい環境整備のためのベス

トプラクティスの普及に関する具体的取組状況について、

小宮山厚生労働大臣に伺いたい。

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画

の策定義務付けや事業主の認定の効果に係る認識、また、

子ども・子育てビジョンに掲げた目標達成に向けた取組

方針について、小宮山厚生労働大臣に伺いたい。

・介護のために仕事を辞める人が増加しており、仕事と介

護の両立支援制度の周知が不十分との見方があることに

ついて、小宮山厚生労働大臣の見解を伺いたい。

佐々木 憲 昭君（共産）

・社会保障４経費の全額が消費税収をもって充てられるの

でなければ消費税の社会保障目的税化とはいえないので

はないか、目的税の定義について安住財務大臣に確認し
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たい。

・医療機関における設備投資等に伴う消費税負担について、

多額の損税が発生しているという事実関係、また、消費

税率引上げに伴い見込まれる損税の増加への対処につい

て、小宮山厚生労働大臣に伺いたい。

中 島 隆 利君（社民）

・被災地福島で行った地方公聴会において、消費税率の引

上げに慎重な意見が多数示されたことをどのように受け

止めているのか、岡田国務大臣に伺いたい。

・労働契約法の改正案においては、有期契約期間が通算５

年を超える場合、労働者は無期雇用契約を申し出ること

ができることとしており、事業主側が５年以内の雇い止

めやクーリング期間の利用で無期雇用化を避ける事態が

想定されるが、これに対してどのような対策を講じるの

か、小宮山厚生労働大臣の見解を伺いたい。

石 田 三 示君（きづな）

・今回の一体改革においては、高額療養費の見直しと給付

の重点化を行うこととしているが、今後の改善の見通し

について小宮山厚生労働大臣の見解を伺いたい。

・消費税増税後の暮らしに国民の多くが不安を抱いている

ものと考えるが、消費税率が10％に引き上げられる2015

年10月以降の国民生活のイメージについて安住財務大臣

の認識を伺いたい。


